
　
インド首相も驚嘆する構想

　今回は安倍晋三元首相を追悼し、
同氏の掲げた「自由で開かれたイ
ンド太平洋構想」と、その重要な
構成国家群と想定されている東南
アジア諸国連合（ASEAN）との
関係に焦点を当てながら、同構想
の在り方を展望してみたい。
　去る８月に、チュニジアのチュ
ニスで第８回のアフリカ開発会議
（TICAD８）が開催されたが、
今からさかのぼること６年、
2016年８月にケニアで開催され
たTICAD６で安倍首相（当時）
が、その基調演説で「自由で開か
れたインド太平洋」という考え方
を提唱した。
　その時、強調されたのが、成長
著しいアジアと潜在力あふれるア
フリカと、自由で開かれた太平洋
とインド洋のドッキングによって
生まれる大きなダイナミズムであ
った。その考え方は、2018年２
月の第96回国会での総理大臣に
よる施政方針演説でも披露されて
いる。

　そもそも「自由で開かれた太平
洋」という発想は、難しく言うと
自由で開かれたインド太平洋を国
際的な公共財として発展させてい
くという考え方に基づいている。
インドのナレンドラ・モディ首相
は安倍氏の死去に際しても、同氏
のインド太平洋を包含したアフリ
カへのアプローチに最大の賛辞を
述べている。つまり、太平洋とイ
ンド洋とのドッキングでアフリカ
開発を考えるというスケールの大
きい発想に驚嘆しているのである。
　ところが、太平洋側には日本、
米国、カナダ、オーストラリア、
ニュージーランドといった先進国
だけでなく、今ではASEANの10
カ国が一つの大きな政治・経済圏
として順調に発展し、日々その存
在感を高めている。日本の
ASEANへの直接投資残高は、
1960～2016年の時点で約2,000
億ドル（約22兆円）に達し、日
本のASEANへの影響力は高い。
また、ASEAN自身の対外的な影
響力も高まっている。だから、日
本はASEANと連携して、アフリ

カ開発に挑戦するのも、一考であ
ると言える。

ASEANのとの連携

　ちなみに日本のASEANへの投
資残高を国別に見ると、タイ（６
兆9,000億円）、シンガポール
（６兆6,000億円）、インドネシ
ア（３兆4,000億円）、フィリピ
ン（１兆7,000億円）、ベトナム
（１兆7,000億円）、マレーシア
（１兆6,000億円）である。これ
らは、2017年時点の日銀統計に
よるものだ。
　つまり、日本政府がASEAN日
系企業と連携してアフリカ市場に
参入するという新たな挑戦があっ
てもおかしくはない。今の政府の
TICADはマンネリズムに陥って
おり、極めて形式的で民間主導に
よるアフリカ開発の領域へ本格的
に踏み込んでいるとは言い難い。
さらに、論を進めると、ここで一
気に官民が入れ替わって、経団連、
日本貿易会など民間主導の
TICADへ発展するという新しい
スタイルを目指す時代に来ている

のではなかろうか。時代はまさに
民間主導の段階にまで来ている。
アフリカ側にとっても、それは実
質的な協力として歓迎される発想
かもしれない。
　ここで本論に戻ってみよう。日
本のインド太平洋構想はそもそも
中国の「一帯一路」戦略に対抗し
ての発想だと言われているが、ど
ちらが先か後かは判然としない。
　はっきりと言えることは、中国
抜きのインド太平洋構想であるこ
とだ。ところがインドはインド太
平洋構想が政治同盟ではなく、経
済同盟であるから賛同したのであ
って、もし、これが政治性をおび
たものであれば、非同盟的な対応
を示したものと考えられる。この
辺が、インド太平洋構想の難しい
ところであり、真摯な対応が求め
られるところかもしれない。
　ところが、構想の中心部に入る
べきだと考えるASEANのほうは、
インドネシアなどが中心になって、
2019年６月に「ASEANインド
太平洋アウトルック（AOIP）」
を打ち上げている。これは大国間
の緊張が高まる地域情勢の緩和を
対話の促進や協力、および友好関
係の増進といった、これまで
ASEAN主導で進めてきた手法を
もって、ASEANを中心とした
ASEANの「インド太平洋構想」
を主張したものである。つまり、
アジア太平洋の先進国である米国、
カナダ、オーストラリア、ニュー
ジーランド、日本などが中心軸と
なった「インド太平洋」論に対し
て、構想の中心部分とも言うべき
ASEANが自己主張したのが

「ASEANインド太平洋ア
ウトルック（AOIP）」で
あろう。

米中対立を回避

　日本政府は、しきりに
インド太平洋戦略は「対
中戦略―対中牽制」では
ないと強調しているが、
ASEANは最初から“対中
牽制”だと見定めている。
　だから、中立を標榜す
るASEANは、独自のイン
ド太平洋論を展開し、独
自の考えを打ち上げて、
ASEANの中立性を強調し
たものと言える。それは
米中の対立の渦の中に巻
き込まれない秘策とも言
える対応である。これはベトナム
戦争以来のASEANの戦略である
とも言える。
　特にASEAN構成図の中心も、
中国と近接する大陸部ASEAN諸
国（タイ、ベトナム、ラオス、カ
ンボジア、ミャンマー）は、海洋
部のインドネシア、フィリピン、
マレーシア、シンガポール、ブル
ネイに比べると、中国との接触感
覚が大いに異なり、国防、経済的
国益（投資、貿易）という点では
海洋部ASEAN諸国とは比べもの
にはならない。
　それゆえに、彼らはASEANと
いう運命共同体の中に潜り込み、
中国の多くの脅威から逃れようと
必死になっている様子がうかがえ
る。その脅威感は国境を接してい
るだけに大きいだろう。だから
ASEANと一口に言っても対外脅

威感は大陸部で中国と直接隣接す
る国々と、そうでない海洋部の
ASEAN構成国とでは、大きく異
なっていると言っても過言ではな
い。したがって、一口にインド太
平洋と言っても域内外側の先進国
より、域内内側のASEAN諸国、
さらに太平洋島嶼国のほうが、中
国から受けるインパクトは一段と
大きい。
　インド太平洋の先進国はそのこ
とを常に念頭に置いて、インド太
平洋構想を論じ、政策志向すべき
であろう。一口にインド太平洋と
言っても、その地域の先進国のビ
ヘイビアは域内の「南北問題」
（貧富の格差）を念頭に置いたも
のでなければ、真の地域的連帯感
は生まれず、地域経済の発展を目
指すインド太平洋構想も成功への
道は遠くなるだろう。

ASEANからのアングル
自由で開かれたインド太平洋構想

2022.9　国際開発ジャーナル 9IDJ　September 20228

写真は丸山石根画伯の「ルーマニアの人、礼装」から。同氏は、ルーマニアを東
西文明の交差点として、特別な思いで何回も訪問して、民族衣裳のスケッチを続
け、幾度も個展を開いている。





対中ODAの歴史を振り返る協力の背景と意義1

来にとって大きな分水嶺であった。
中国国内では、国際社会に参入し、
その一員となるのか、それとも参
入を拒否して敵対するのか、とい
う二つの路線の激しい争いがあっ
た。前者を選択したのが、改革開
放政策であった。この政策は見事
に成功し、中国経済は発展を続け、
社会の安定は続いた。それはアジ
ア太平洋の安定を支え、日本ひい
ては世界経済の伸張に寄与した。
　改革開放政策が始まってから
40有余年、その前半の1980、90
年代に、この政策を底支えする中
心的役割を果たしたのが、日本の
対中ODAで、日本各界の全面的
支援であった。当時の中国は、資
金だけではなく、あらゆる知識と
経験が不足していた。そこを支え
たのが日本であった。日本の各界
の方々の誠意と熱意には、今でも
頭が下がる。日本は中国の外貨不
足を補い、技術者を養成し、経済
運営についてアドバイスをした。
2008年、胡錦濤・国家主席（当
時）は訪日時講演で、深い感謝の
気持ちを表した。日本は改革開放
政策の成功に多大な貢献をしたの
だ。
　改革開放政策は現在、中国の不
動の国策となった。習近平政権と
なり、一時期少し動揺を来した気
配はあるが、結局、元に戻り、基
本国策としての位置づけは不変だ。
この政策無しに経済の持続的発展
は不可能で、中国共産党の統治も
動揺するからだ。この政策は平和
な国際環境と国際協調を前提とす
る。殴り合いながら商売はできな

い。「習近平の中国」をギリギリ
国際社会につなぎ止めているのが、
この改革開放政策であることを正
確に認識する必要がある。
　1989年６月、天安門事件が起
こった。1991年12月、ソ連が崩
壊した。日本は、それでも中国の
改革開放政策を支援し、中国を現
行国際秩序に組み込む努力を続け
ることにした。1991年には、日
本は対中円借款の再開を表明し、
中国は核不拡散条約（NPT）へ
の参加を表明した。日本経済が低
迷し、中国経済が急成長し、中国
の軍事費が急拡大する中、2008
年には円借款が終了。2010年以
降、技術協力や草の根無償資金協
力も減らされ、2022年３月、全

事業が終了した。

“衝突回避”に果たした役割

　「平和で友好的な関係をつく
る」ことを目指し出発した日中関
係だが、道のりは厳しかった。台
湾問題、歴史認識問題、そして尖
閣問題が折りに触れて浮上し、両
国関係を緊張させ、国民感情を刺
激した。自国の立場を主張するだ
けでは両国関係は緊張し、場合に
よっては衝突する。それは日中共
同声明と平和友好条約が定める日
中の基本的枠組みに反する。そこ
で、そうならないように日中は厳
しい外交交渉を行った。
　その時に日中を自制させたのは、
「平和で友好的な関係をつくる」

日本の中国に対する政府開発援助（ODA）は拠出総額約３兆
6,600億円にも上る。日本国内でも批判にさらされることも少なく
なかったが、その意義と外交政策上、果たした役割は何だった
のか。元駐中国大使として日中外交の最前線で尽力した宮本雄
二氏の論考を紹介する。
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大平内閣で始動した対中ODA

　1979年末、大平正芳首相（当
時）が中国に対する経済協力を約
束し、日本の対中ODAが始まっ
た。時代の変化に対応して中身や
規模を変えながら、2022年３月、
全て終了した。その間、ときおり
批判の声が上がり、終了に当たっ
ても一部、否定的な評価も見られ
た。
　対中ODAは、日本の対中政策、
ひいては外交政策の重要な一部を
構成してきた。同時に、『国際開
発ジャーナル』2022年５月号か
ら７月号にわたって掲載された小
島誠二氏の論考でも明らかなよう
に、日本のODAはそれ自身の理
念を発展させてきた。対中ODA
に関する評価は、この大きな日本
の国策の中で総合的になされなけ
れば正確なものとはならない。
　対中ODAの終了が決定した
2018年、外務省は対中ODAにつ
いて、「中国の改革開放政策の維

持・促進に貢献」すると同時に、
「日中関係の主要な柱の一つとし
てこれを下支えする強固な基盤を
形成」し、「経済インフラ整備支
援などを通じて中国経済が安定的
に発展してきたことは、アジア太
平洋地域の安定にも貢献し、ひい
ては日本企業の中国における投資
環境の改善や日中の民間経済関係
の進展にも大きく寄与」したと総
括した。これは現場にいた筆者の
皮膚感覚とも一致する。日本の対
中ODAは本来の目的を達成した
と結論づけることができる。

日本の対中政策における意義

　今日から約50年前の1972年９
月29日、日中共同声明が発出さ
れ、国交正常化が実現した。日本
と中国との間の不正常な敵対関係
を終了させ、新たな関係に踏み出
すことが可能となった。
　1978年には日中平和友好条約
を締結。当時の日中の指導者は直
接、日中戦争を戦った世代であり、

「二度と戦争をしてはならず、平
和で友好的な関係をつくらなけれ
ばならない」との信念があった。
それが共同声明と平和友好条約の
形で結実し、日中関係の基本的枠
組みを構成した。
　その中で1980年、対中ODAが
始まった。米ソ対立の真っただ中
で、米国と対ソ共同戦線を張る中
国への支援という意味もあった。
中国自身、1978年12月、後に改
革開放政策と呼ばれることになる
新政策を始めたばかりだった。日
本側は、この改革開放政策に「国
際協調の心棒」が通っていると認
識（1979年、大平首相訪中時の
演説より）。中国が文化大革命ま
での鎖国と対外敵視の政策から国
を開き、国内を改革する方向に踏
み出し、国際社会との協調の道を
選んだことを評価したのだ。日本
の協力は、そのような動きを強め
るためのものでもあった。
　今振り返れば、鄧小平の改革開
放政策の成否は、中国と世界の将

歴史的な評価を論ず

国際社会との
協調の道を選んだ中国を
後押し
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